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表紙

（
電子提供措置事項のうち法令及び定款に基づく

書面交付請求による交付書面に記載しない事項 ）

上記事項につきましては、法令及び当社定款第19条の規定に基づき、書面交付請求

をいただいた株主様に対して交付する書面には記載しておりません。

なお、本株主総会におきましては、書面交付請求の有無にかかわらず、株主の皆様

に電子提供措置事項から上記事項を除いたものを記載した書面を一律でお送りいた

します。

第89期定時株主総会資料

●　連結注記表

●　個別注記表

第89期（2023年１月１日から2023年12月31日まで）

鳥越製粉株式会社
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連結注記表

連結注記表
1.　連結計算書類作成のための基本となる重要な事項

(1) 連結の範囲に関する事項

①　連結子会社の数及び名称

７社　鳥越グレインホールディングス（株）、鳥越精麦（株）、石橋工業

（株）、中島精麦工業（株）、（株）カネニ、（株）大田ベーカリー、久

留米製麺（株）

②　連結の範囲の変更

　該当事項はありません。

③　非連結子会社の数及び名称

　該当事項はありません。

(2) 持分法の適用に関する事項

　該当事項はありません。

(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項

　連結子会社の事業年度の末日は連結会計年度と一致しております。

(4) 会計方針に関する事項

①　重要な資産の評価基準及び評価方法

(ｲ) 有価証券

満期保有目的の債券

…… 償却原価法（定額法）

その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの

…… 時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売

却原価は移動平均法により算定）

市場価格のない株式等

…… 移動平均法による原価法

(ﾛ) 棚卸資産

　評価基準は原価法（収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）によっておりま

す。

製　　　　　品 …… 主として先入先出法による原価法

商　　　　　品 …… 主として移動平均法による原価法

原料及び貯蔵品 …… 主として移動平均法による原価法

②　重要な減価償却資産の減価償却の方法

(ｲ) 有形固定資産（リース資産を除く） …… 定率法

(ﾛ) 無形固定資産（リース資産を除く） …… 定額法

　なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５

年）に基づく定額法によっております。

　また、のれんについては、期間10年～20年の定額法によっております。
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(ﾊ) リース資産

所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

…… 自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方

法

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

…… リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法

(ﾆ) 長期前払費用 …… 定額法

③　重要な引当金の計上基準

(ｲ) 貸倒引当金

　連結会計年度末現在に有する債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権

については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収

可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

(ﾛ) 役員賞与引当金

　役員に対する賞与の支出に備えるため、支給見込額を計上しております。

(ﾊ) 役員株式給付引当金

　信託を用いた株式報酬制度に基づき、当社が取締役等へ付与するポイント数に

相当する当社株式について、退任時等に交付する費用の支出に備えるため、取締

役等に割り当てられたポイントに応じた株式の交付見込額を計上しております。

④　収益及び費用の計上基準

　当社グループは、食料品（製粉、食品、精麦）、飼料等の製造及び販売を主な事

業としております。

　顧客との契約から生じる収益は、商品又は製品の販売によるものであり、顧客と

の販売契約に基づき受注した商品又は製品を引き渡す義務を負っております。

　商品又は製品の販売は、引渡時点において当該商品又は製品に対する支配が顧客

へ移転し、当社グループの履行義務が充足されると判断しております。なお、これ

ら商品又は製品のうち国内の販売においては、「収益認識に関する会計基準の適用

指針」第98項に定める代替的な取扱いを適用し、出荷時から当該商品又は製品の支

配が顧客に移転される時までの期間が通常の期間である場合には、出荷時に収益を

認識しております。

⑤　その他連結計算書類作成のための重要な事項

退職給付に係る会計処理の方法

　一部の従業員の退職給付に備えるため、自己都合退職による当連結会計年度末要

支給額を計上しております。

2.　会計方針の変更に関する注記

（時価の算定に関する会計基準の適用指針の適用）

　「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号　2021年

６月17日。以下「時価算定会計基準適用指針」という。）を当連結会計年度の期首から

適用し、時価算定会計基準適用指針第27－２項に定める経過的な取扱いに従って、時価

算定会計基準適用指針が定める新たな会計方針を将来にわたって適用することといたし

ました。なお、連結計算書類に与える影響はありません。
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建物及び構築物 894,139千円

機械装置及び運搬具 575,156千円

土地 1,371,843千円

その他の有形固定資産 14,984千円

合計 2,856,124千円

短期借入金 260,000千円

長期借入金 675,437千円

（１年以内に返済予定のものを含む）

合計 935,437千円

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 21,871,099千円

3.　追加情報

（取締役等に対する株式報酬制度）

　当社は、2022年２月８日開催の取締役会において、当社取締役（社外取締役を除

く。）及び執行役員（総称して「取締役等」という。）の報酬と当社株式価値との連動

制をより明確にし、取締役等が株価の変動による利益・リスクを株主の皆様と共有する

ことで、中長期的な業績の向上と企業価値の増大に貢献する意識を高めることを目的と

して、株式報酬制度（以下、「本制度」という。）の導入を決議し、2022年３月30日開

催の第87期定時株主総会において承認決議されました。

　本制度に係る会計処理については、「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する

取引に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第30号　2015年３月26日）に準じており

ます。

(1) 取引の概要

　本制度は、当社が金銭を拠出することにより設定する信託（以下「本信託」とい

う。）が当社株式を取得し、当社が取締役等に付与するポイントの数に応じた数の

当社株式が本信託を通じて取締役等に対して交付される、という株式報酬制度であ

ります。

　本制度に基づく株式報酬は、2022年12月末日で終了する事業年度から2026年12月

末日で終了する事業年度までの５事業年度の間に在任する取締役等に対して支給い

たします。なお、取締役等が当社株式の交付を受ける時期は、原則として取締役等

の退任時であります。

(2) 信託に残存する自社の株式

　信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額により純資産の部に自己株式

として計上しております。当連結会計年度末における当該自己株式の帳簿価額及び

株式数は、222,413千円、345,900株であります。

4.　連結貸借対照表に関する注記

(1) 担保に供している資産及び対応債務

①　担保に供している資産

②　対応債務
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受取手形及び売掛金 15,342千円

場 所 用 途 種 類

福 岡 県
朝 倉 市

遊 休 資 産 土 地

土地 248千円

当連結会計年度期首株式数
当連結会計年度
増 加 株 式 数

当連結会計年度
減 少 株 式 数

当連結会計年度末株式数 摘 要

株 株 株 株
発 行 済 株 式

普 通 株 式 26,036,374 0 0 26,036,374

合 計 26,036,374 0 0 26,036,374

自 己 株 式

普 通 株 式 2,763,107 156 4,000 2,759,263 (注)1、2、3

合 計 2,763,107 156 4,000 2,759,263

(3) 連結会計年度末日満期手形の会計処理

　連結会計年度末日満期手形の会計処理は、手形交換日をもって決済処理をしており

ます。なお、当連結会計年度末日が金融機関の休日であったため、連結会計年度末日

満期手形が次のとおり含まれております。

5.　連結損益計算書に関する注記

減損損失

　以下の資産グループについて減損損失を計上しております。

　資産のグルーピングは、事業用資産は管理会計上の区分毎に、賃貸資産及び遊休資産

は１物件毎に区分しております。

　減損損失を計上した遊休資産は、時価が著しく下落しているため帳簿価額を回収可能

価額まで減額しました。

　減損損失金額の固定資産の種類毎の内訳は次のとおりです。

　回収可能価額は正味売却価額により測定しており、固定資産税評価額を合理的に調整

した価額に基づき評価しております。

6.　連結株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

（注）1. 自己株式の増加156株は、単元未満株式の買取請求による増加であります。

2. 自己株式の減少4,000株は、株式交付信託から退任した取締役等への交付でありま

す。

3. 当連結会計年度末の自己株式数には、株式交付信託が保有する当社株式345,900株

が含まれております。
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決 議 株式の種類 配当金の総額
１株当たり
配 当 金 額

基 準 日 効力発生日

2023年３月30日開催
第88期定時株主総会

普通株式 354,347千円 15円
2022年

12月31日
2023年

３月31日

決 議 予 定 株式の種類 配当金の総額 配当の原資
１株当たり
配 当 金 額

基 準 日 効力発生日

2024年３月28日開催
第89期定時株主総会

普通株式 401,591千円 利益剰余金 17円
2023年

12月31日
2024年

３月29日

(2) 配当に関する事項

①　配当金の支払い

（注）1. 配当金の総額には、株式交付信託が保有する当社株式349,900株に対する配当金

5,248千円が含まれております。

2. １株当たり配当金額には、鳥越グレインホールディングス株式会社設立記念配当１

円が含まれております。

②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期になるもの

2024年３月28日開催の第89期定時株主総会において次のとおり付議いたします。

（注）配当金の総額には、株式交付信託が保有する当社株式345,900株に対する配当金5,880千

円が含まれております。

7.　金融商品に関する注記

(1) 金融商品の状況に関する事項

　当社グループは、資金運用については主に短期的な預金等によっており、また、資

金調達については銀行借入によっております。

　営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。当

該リスクに関しては、取引先ごとに与信限度額を設定して期日及び残高を管理し、リ

スク低減を図っております。

　投資有価証券は、市場価格の変動リスクに晒されておりますが、定期的に把握され

た時価が取締役会に報告されております。

　営業債務である支払手形及び買掛金は、すべて１年以内の支払期日です。

　借入金のうち、短期借入金は運転資金に係る資金調達であり、長期借入金は運転資

金及び設備投資に係る資金調達です。なお、デリバティブは利用しておりません。

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理

的に算定された価額が含まれております。金融商品の時価の算定においては変動要因

を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動す

ることもあります。

(2) 金融商品の時価等に関する事項

　2023年12月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額について

は、次のとおりです。なお、市場価格のない株式等（非上場株式　連結貸借対照表計

上額285,487千円）は、「(1) 投資有価証券」には含まれておりません。また、現金

及び預金、受取手形及び売掛金、有価証券（全て譲渡性預金）、支払手形及び買掛

金、短期借入金、未払法人税等については、短期間で決済されるため時価が帳簿価額

に近似するものであることから、記載を省略しております。
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（単位：千円）

連結貸借対照表計上額 時価 差額

(1) 投資有価証券

①　満期保有目的の債券 49,451 38,785 △10,666

②　その他有価証券 9,611,253 9,611,253 －

資産計 9,660,704 9,650,038 △10,666

(2) 長期借入金（１年以内に返
済予定のものを含む）

1,402,949 1,402,839 △109

負債計 1,402,949 1,402,839 △109

（単位：千円）

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券

その他有価証券

株式 9,611,253 － － 9,611,253

資産計 9,611,253 － － 9,611,253

(3) 金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項

　金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じ

て、以下の３つのレベルに分類しております。

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場にお

いて形成される当該時価の算定の対象となる資産又は負債に関す

る相場価格により算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のイン

プット以外の時価の算定に係るインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時

価

　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それら

のインプットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低

いレベルに時価を分類しております。

①　時価で連結貸借対照表に計上している金融商品

－ 6 －
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（単位：千円）

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券

満期保有目的の債券 － 38,785 － 38,785

資産計 － 38,785 － 38,785

長期借入金（１年以内に返済予
定のものを含む）

－ 1,402,839 － 1,402,839

負債計 － 1,402,839 － 1,402,839

（単位：千円）

食料品

製粉 12,055,033

食品 7,432,992

精麦 5,387,659

飼料 1,468,788

その他 41,083

外部顧客への売上高 26,385,556

②　時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明

投資有価証券

　上場株式は相場価額を用いて評価しております。活発な市場で取引されているため、

レベル１の時価に分類しております。債券は取引金融機関から提示された価格によって

おり、レベル２の時価に分類しております。

長期借入金

　長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定

される利率で割り引いて算定する方法によっており、レベル２の時価に分類しておりま

す。

8.　賃貸等不動産に関する注記

　当社グループは、賃貸等不動産を有しておりますが、重要性が乏しいため記載を省略

しております。

9.　収益認識に関する注記

(1) 顧客との契約から生じる収益を分解した情報

(2) 顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

　収益を理解するための基礎となる情報は連結注記表「1.　連結計算書類作成のため

の基本となる重要な事項　(4) 会計方針に関する事項　④　収益及び費用の計上基

準」に記載のとおりであります。
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(1) １株当たり純資産額 1,480円22銭

(2) １株当たり当期純利益 41円51銭

(3) 顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フローとの

関係並びに当連結会計年度末において存在する顧客との契約から翌連結会計年度以降

に認識すると見込まれる収益の金額及び時期に関する情報

①　契約資産及び契約負債の残高等

　当社グループにおいて、契約資産に該当する事項はありません。また、契約負債

に該当する事項はありますが、重要性が乏しいため、記載を省略しております。当

連結会計年度に認識した収益のうち、当連結会計年度期首の契約負債残高に含まれ

ていたものにも重要性はありません。

②　残存履行義務に配分した取引価格

　当社グループにおいて、当初の予想契約期間が１年を超える重要な取引が無いた

め、記載を省略しております。

10.　１株当たり情報に関する注記

（注）１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益の算定上、株式交付信託が保有する

当社株式を期末株式数及び期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含め

ております。

11.　重要な後発事象に関する注記

　該当事項はありません。

12.　その他の注記

　該当事項はありません。
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個別注記表
1.　重要な会計方針に係る事項

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

①　満期保有目的の債券 ……………… 償却原価法（定額法）

②　子会社株式及び関連会社株式 …… 移動平均法による原価法

③　その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの …… 時価法（評価差額は全部純資産直入法により処

理し、売却原価は移動平均法により算定）

市場価格のない株式等 ………… 移動平均法による原価法

(2) 棚卸資産の評価基準及び評価方法

　評価基準は原価法（収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）によっております。

製　　　　　品 …… 先入先出法による原価法

商　　　　　品 …… 移動平均法による原価法

原料及び貯蔵品 …… 移動平均法による原価法

(3) 固定資産の減価償却の方法

①　有形固定資産（リース資産を除く） …… 定率法

②　無形固定資産（リース資産を除く） …… 定額法

　なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）

に基づく定額法によっております。

③　リース資産

所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

…… 自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

…… リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法

④　長期前払費用 …… 定額法

(4) 引当金の計上基準

①　貸倒引当金

　期末現在に有する債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計上しております。

②　役員賞与引当金

　役員に対する賞与の支出に備えるため、支給見込額を計上しております。

③　退職給付引当金

　一部の従業員の退職給付に備えるため、自己都合退職による当期末要支給額を計

上しております。

④　役員株式給付引当金

　信託を用いた株式報酬制度に基づき、当社が取締役等へ付与するポイント数に相

当する当社株式について、退任時等に交付する費用の支出に備えるため、取締役等

に割り当てられたポイントに応じた株式の交付見込額を計上しております。

－ 9 －



2024/02/27 18:06:03 / 24105352_鳥越製粉株式会社_招集通知

個別注記表

建物 532,562千円

構築物 202,842千円

機械及び装置 575,156千円

車両運搬具 0千円

工具器具備品 14,984千円

土地 1,296,817千円

合計 2,622,363千円

(5) 収益及び費用の計上基準

　当社は、食料品（製粉、食品）等の製造及び販売を主な事業としております。

　顧客との契約から生じる収益は、商品又は製品の販売によるものであり、顧客との

販売契約に基づき受注した商品又は製品を引き渡す義務を負っております。

　商品又は製品の販売は、引渡時点において当該商品又は製品に対する支配が顧客へ

移転し、当社の履行義務が充足されると判断しております。なお、これら商品又は製

品のうち国内の販売においては、「収益認識に関する会計基準の適用指針」第98項に

定める代替的な取扱いを適用し、出荷時から当該商品又は製品の支配が顧客に移転さ

れる時までの期間が通常の期間である場合には、出荷時に収益を認識しております。

(6) その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

　関連する会計基準等の定めが明らかでない場合に採用した会計処理の原則及び手続

輸出見返原料差金

　小麦粉輸出の際に使用する内需用原料の価格と、輸出後その見返りとして輸入す

る原料の見込価格との差金を計上しております。

2.　会計方針の変更に関する注記

（時価の算定に関する会計基準の適用指針の適用）

　「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号　2021年

６月17日。以下「時価算定会計基準適用指針」という。）を当事業年度の期首から適用

し、時価算定会計基準適用指針第27－２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定

会計基準適用指針が定める新たな会計方針を将来にわたって適用することといたしまし

た。なお、計算書類に与える影響はありません。

3.　追加情報

（取締役等に対する株式報酬制度）

　連結注記表「3.　追加情報」に記載のとおりであります。

4.　貸借対照表に関する注記

(1) 担保に供している資産及び対応債務

①　担保に供している資産
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短期借入金 260,000千円

１年以内に返済すべき長期借入金 608,000千円

合計 868,000千円

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 18,955,825千円

(3) 関係会社に対する短期金銭債権 494,840千円

(4) 関係会社に対する短期金銭債務 5,408千円

(5) 関係会社に対する長期金銭債権 1,777,568千円

鳥越精麦株式会社 41,177千円

受取手形 1,795千円

(1) 関係会社に対する売上高 1,463,118千円

(2) 関係会社からの仕入高 149,067千円

(3) 関係会社との営業取引以外の取引高 58,322千円

場 所 用 途 種 類

福 岡 県
朝 倉 市

遊 休 資 産 土 地

土地 248千円

②　対応債務

(6) 偶発債務

重畳的債務引受による連帯債務

(7) 期末日満期手形の会計処理

　期末日満期手形の会計処理は、手形交換日をもって決済処理をしております。

　なお、当期末日が金融機関の休日であったため、期末日満期手形が受取手形の当期

末残高に、次のとおり含まれております。

5.　損益計算書に関する注記

(4) 減損損失

　当期において、以下の資産グループについて減損損失を計上しております。

　資産のグルーピングは、事業用資産は管理会計上の区分毎に、賃貸資産及び遊休資

産は１物件毎に区分しております。

　減損損失を計上した遊休資産は、時価が著しく下落しているため帳簿価額を回収可

能価額まで減額しました。

　減損損失金額の固定資産の種類毎の内訳は次のとおりです。

　回収可能価額は正味売却価額により測定しており、固定資産税評価額を合理的に調

整した価額に基づき評価しております。
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当事業年度期首株式数
当 事 業 年 度
増 加 株 式 数

当 事 業 年 度
減 少 株 式 数

当事業年度末株式数 摘 要

株 株 株 株
自 己 株 式

普 通 株 式 2,763,107 156 4,000 2,759,263 (注)1、2、3

合 計 2,763,107 156 4,000 2,759,263

減価償却費及び減損損失 107,611千円

投資有価証券 72,266千円

貸倒引当金 16,334千円

未払事業税 13,674千円

役員株式給付引当金 8,449千円

その他 24,125千円

繰延税金資産合計 242,463千円

繰延税金負債との相殺 △242,463千円

繰延税金資産の純額 －千円

その他有価証券評価差額金 2,449,208千円

土地 250,392千円

その他 1,094千円

繰延税金負債合計 2,700,695千円

繰延税金資産との相殺 △242,463千円

繰延税金負債の純額 2,458,232千円

6.　株主資本等変動計算書に関する注記

自己株式の種類及び株式数に関する事項

（注）1. 自己株式の増加156株は、単元未満株式の買取請求による増加であります。

2. 自己株式の減少4,000株は、株式交付信託から退任した取締役等への交付でありま

す。

3. 当事業年度末の自己株式数には、株式交付信託が保有する当社株式345,900株が含

まれております。

7.　税効果会計に関する注記

(1) 繰延税金資産の発生の主な原因

(2) 繰延税金負債の発生の主な原因
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　8.　関連当事者との取引に関する注記 （単位：千円）

種 類
会 社 等 の
名 称

議決権等
の 所 有
(被所有)
割 合

関 連
当 事 者
との関係

取引の
内 容

取 引 金 額 科 目 期 末 残 高

子会社 石橋工業㈱
所有
間接
100％

資金の
援 助

資 金 の
貸付(注)

490,000
短期貸付金
長期貸付金

90,000
1,448,418

利 息 の
受取(注)

5,400
その他の
流動資産

－

子会社 鳥越精麦㈱
所有
間接
100％

資金の
援 助

資 金 の
貸付(注)

1,030,000 短期貸付金 225,000

利 息 の
受取(注)

979
その他の
流動資産

－

(1) １株当たり純資産額 1,392円13銭

(2) １株当たり当期純利益 26円62銭

取引条件及び取引条件の決定方針等

（注）市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。なお、担保は受け入れておりま

せん。

9.　収益認識に関する注記

　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、連結注記表「9.　収

益認識に関する注記」に同一の内容を記載しておりますので、注記を省略しております。

10.　１株当たり情報に関する注記

（注）１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益の算定上、株式交付信託が保有する当社

株式を期末株式数及び期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めておりま

す。

11.　重要な後発事象に関する注記

　該当事項はありません。

12．その他の注記

　該当事項はありません。

（注）連結注記表、個別注記表については、記載金額は、表示単位未満を切

捨て表示しています。
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